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担当弁理士： 藤井 康輔 

サポート要件の判断に関する裁判例 
−「フルオロスルホン酸リチウム、非水系電解液、及び非水系電解液二次電池」事件 − 

R2.1.29 判決 知財高裁 平成 30 年（行ケ）第 10170 号 
特許取消決定取消請求事件：決定取消 

 
概要 
 特許請求の範囲の記載に具体的な数値範囲の記載がないか、数値範囲内の実施例の点数が少ない場合でも
、発明の詳細な説明や出願時の技術常識を参照すると発明の課題を解決できると認識できると認められると
して、サポート要件を否定した決定を取り消した事例。 

 
 

特許請求の範囲 
【請求項４】（下線は訂正箇所） 
 リチウムイオンを吸蔵放出可能な負極及び正極を
備えた非水系電解液電池に用いられる非水系電解液
であって、 
 該非水系電解液は、フルオロスルホン酸リチウム
、ＬｉＰＦ６、及び非水系溶媒を含有し、 
 該非水系電解液中のフルオロスルホン酸リチウム
のモル含有量が、０．０００５ｍｏｌ／Ｌ以上０．
５ｍｏｌ／Ｌ以下であり、該非水系電解液中の硫酸
イオン分のモル含有量が１．０×１０−７ｍｏｌ／
Ｌ以上１．０×１０−２ｍｏｌ／Ｌ以下であり、該
非水系電解液中のＬｉＰＦ６の含有量が０．７ｍｏ
ｌ／Ｌ以上１．５ｍｏｌ／Ｌ以下であり、かつ、 
 該非水系溶媒として炭素数２〜４のアルキレン基
を有する飽和環状カーボネート及び炭素数３〜７の
鎖状カーボネートを含む非水系電解液。 
 

決定の理由の要旨 
 ①「本発明」は、「初期放電容量が改善され、容
量維持率および／またはガス発生量が改善された非
水系電解液二次電池をもたらすことができる非水系
電解液を提供すること」を課題にしている、②「本
発明」の上記課題について、発明の詳細な説明の記
載に基づき本件出願の優先日当時の技術常識に照ら
して当業者が当該課題を解決できると認識できる範
囲は、実施例に記載された「非水系電解液」である
、③本件訂正発明１、２及び４の特許請求の範囲の
記載には、実施例以外の非水系電解液も包含されて
いるが、発明の詳細な説明には、本件出願の優先日
当時の技術常識に照らしても、「本発明」の上記課
題を、本件訂正発明１、２及び４によって解決し得
るまでの開示がされているとはいえないから、本件
訂正発明１、２及び４は特許法３６条６項１号に規
定する要件（以下「サポート要件」という。）を満
たしていない。 
 

主な争点 
 本件訂正発明４、６ないし２２のサポート要件の
判断の誤り（取消事由１） 
 

裁判所の判断 
『２ 取消事由１（本件訂正発明４、６ないし２２
のサポート要件の判断の誤り）について 
 （１） 本件訂正発明４の課題の認定の誤りの有
無について 
・・・（略）・・・本件明細書には、本件訂正発明
４に関し、・・・（略）・・・「本発明」の課題は
、「初期の電池特性と耐久性」、「耐久後も高い入
出力特性およびインピーダンス特性」が維持される
非水系電解液二次電池をもたらすことができる「非
水系電解液用の添加剤ならびに非水系電解液」を提
供することにあることを示したものと理解できる。 
・・・（略）・・・ 
  （イ） 一方で、本件明細書には、従来技術に
おける具体的な問題点を指摘した記載はなく、【０
００７】記載の「初期の電池特性と耐久性」、「耐
久後も高い入出力特性およびインピーダンス特性」
といった項目についても、従来技術に具体的な問題
点があることを指摘する記載はない。 
・・・（略）・・・ 
  （ウ） 前記（ア）及び（イ）によれば、本件
明細書の【０００７】の「本発明」の課題は、「初
期の電池特性と耐久性」、「耐久後も高い入出力特
性およびインピーダンス特性」が維持される非水系
電解液二次電池をもたらすことができる「非水系電
解液用の添加剤ならびに非水系電解液」を提供する
ことにあるとの記載は、従来技術においてこれらの
電池特性の項目に具体的な問題点があることを踏ま
えて、それらを解決することを課題とし、あるいは
これらの項目のすべてを向上又は改善することを課
題とすることを開示したものではなく、少なくとも
これらの項目のいずれかを向上又は改善することに
より、電池特性を向上させることを課題として開示
したものと理解できる。 
・・・（略）・・・ 
 したがって、本件決定における本件訂正発明４の
課題の認定に誤りがある。』 
 
『（２） 本件訂正発明４のサポート要件の適合性
について 
・・・（略）・・・ 
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  （ア） 本件訂正発明４の特許請求の範囲（請
求項４）には、・・・（略）・・・飽和環状カーボ
ネートと鎖状カーボネートの具体的な組成及び混合
割合を特定する記載はない。・・・（略）・・・本
件明細書には、「本発明において非水系溶媒として
用いることができる飽和環状カーボネート」の配合
量・・・（略）・・・「本発明において非水系溶媒
として用いることができる鎖状カーボネート」の配
合量・・・（略）・・・「鎖状カーボネート」と「
飽和環状カーボネート」の混合割合は、本発明の効
果を著しく損なわない限り、実施例記載のものに限
定されないことの開示があるものと認められる。 
 そうすると、本件明細書の上記記載から、「試験
例Ｂ」で用いられた「エチレンカーボネート（ＥＣ
）とエチルメチルカーボネート（ＥＭＣ）との混合
物（体積比３０：７０）」以外の組成及び混合割合
の「炭素数２〜４のいずれか１種以上のアルキレン
基を有する飽和環状カーボネート」及び「炭素数３
〜７のいずれか１種以上の鎖状カーボネート」を含
む混合物であっても、本件訂正発明の非水系溶媒と
して用いることができるものと理解できる。 
  （イ） 本件訂正発明４の特許請求の範囲（請
求項４）は、本件訂正発明４の非水系電解液中のＬ
ｉＰＦ６の含有量は「０．７ｍｏｌ／Ｌ以上１．５
ｍｏｌ／Ｌ以下」であることを規定している。 
 次に、本件明細書には、・・・（略）・・・「Ｌ
ｉＰＦ６」の含有量について一般的に述べた記載は
なく、「試験例Ｂ」で用いられた基本電解液中のＬ
ｉＰＦ６の含有量（１ｍｏｌ／Ｌ）以外であっても
、本件訂正発明４に用いることができることについ
て述べた記載もない。 
 ⼀方で、①甲３７（特開２０００−１９５５４６
号公報）には、・・・（略）・・・これら電解質は
、前記の非水溶媒に通常０．１〜３Ｍ、好ましくは
０．５〜１．５Ｍの濃度で溶解されて使用される。
」（【００１７】）、②甲１３（特開２０１１−０
５４５０３号公報）には、・・・（略）・・・「こ
のリチウム塩の電解液中の濃度としては、０．５〜
１．５ｍｏｌ／ｌとすることが好ましく・・・（略
）・・・」（【００８６】）との記載がある。上記
記載によれば、本件出願の優先日当時、高誘電率溶
媒と低粘度溶媒とからなる非水系溶媒に電解質とし
て用いる「ＬｉＰＦ６」の濃度は、０．５〜１．５
ｍｏｌ／Ｌの範囲とすることが好ましいことは技術
常識であったものと認められる。 
 そして、上記技術上常識に照らすと、本件訂正発
明４の非水系電解液中のＬｉＰＦ６の含有量（「０
．７ｍｏｌ／Ｌ以上１．５ｍｏｌ／Ｌ以下」）は、
・・・（略）・・・非水系溶媒に電解質として用い
る場合において好ましい濃度範囲であることを理解
できる。 
  （ウ） 前記（ア）及び（イ）によれば、本件
明細書の発明の詳細な説明の記載及び本件出願の優
先日当時の技術常識から、当業者は、試験例Ｂに用
いられた基本電解液（「エチレンカーボネート（Ｅ
Ｃ）とエチルメチルカーボネート（ＥＭＣ）との混

合物（体積比３０：７０）に乾燥したＬｉＰＦ６を
１ｍｏｌ／Ｌの割合となるように溶解して」調整し
た「基本電解液」）以外の組成及び混合割合の本件
訂正発明４に含まれる基本電解液を用いた場合であ
っても、試験例Ｂに示されたように、フルオロスル
ホン酸リチウムと硫酸イオンとを添加剤として含有
しない非水系電解液に対して、「初期放電容量」を
改善できるものと理解し、本件訂正発明４の課題を
解決できると認識できるものと認められる。』 
 
『ウ フルオロスルホン酸リチウムの含有量の下限
値について 
 前記アのとおり、本件明細書には、本件訂正発明
４に含まれる「フルオロスルホン酸リチウムのモル
含有量が０．０００５ｍｏｌ／Ｌ以上２．９８×１
０−３（０．００２９８）ｍｏｌ／Ｌ未満」の電解
液については、実施例の記載がない。 
 ・・・（略）・・・ 
 そして、本件訂正発明４に含まれる「フルオロス
ルホン酸リチウムのモル含有量の下限値０．０００
５ｍｏｌ／Ｌは、実施例７のフルオロスルホン酸リ
チウムの含有量２．９８×１０−３ｍｏｌ／Ｌ（０
．００２９８ｍｏｌ／Ｌ）の約６分の１程度であり
、実施例７よりも顕著に少ないとまではいえないこ
とに照らすと、当業者は、フルオロスルホン酸リチ
ウムの含有量が０．０００５ｍｏｌ／Ｌの電解液を
用いた場合であっても、フルオロスルホン酸リチウ
ムと硫酸イオンとを添加剤として含有しない非水系
電解液に対して、「初期放電容量」が改善し、本件
訂正発明４の課題を解決できると認識できるものと
認められる。』 
 

検討 
 特許庁が、実施例の数値範囲及び課題（効果）に
拘泥して本件訂正発明の課題解決性を認定したのに
対し、裁判所は、課題及び数値範囲について発明の
詳細な説明や優先日当時の技術常識からより幅広く
認定して本件訂正発明のサポート要件充足性を認め
た。発明が技術思想という広がりを有する概念であ
る以上、その範囲が実施例に具体化された数値のみ
に限定されないことは明らかであるので、数値範囲
及び課題を幅広く認定した裁判所の判断には首肯し
得る。中でも、本件訂正発明の課題を従来技術の問
題点との対比と捉えずに単に明細書に記載の特性の
いずれかの向上又は改善とした点、ＬｉＰＦ６の含
有量の幅を先行文献の開示から認定した点、及びフ
ルオロスルホン酸リチウムの含有量の下限値を実施
例の値の６分の１程度であるから顕著に少ないとま
ではいえないと認めた点が興味深い。 
 

実務上の指針 
 特許庁の認定は、権利化前段階でも時折見られる
ものであり、明細書の一般的記載や技術常識を子細
にみた裁判所の判断は拒絶対応の参考になると考え
る。明細書の記載の充実を図ることも肝要である。 

以 上 


